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目的　地域の生活課題の解決には高齢者の力がより活用されることが目指されているという背景か
ら，本論文の目的は，高齢者の社会貢献活動の取り組みの状況，社会貢献活動に取り組める
きっかけや条件を性別および社会貢献活動（以下，活動への意向）への意向別に検討し，高齢
者の社会貢献活動の取り組みが進展するための促進方法について考察することである。

方法　東京都Ａ市にある集合住宅（分譲マンションと都営住宅）に居住する高齢者に，事前に自治
会長に許可を得た上で無記名自記式質問紙調査を行った。調査期間は，2017年 6 月20日から10
月15日である。分析対象者数は，性別の回答があった330人である。性別や活動への意向別の
差の比較検討ではχ２検定を行った。

結果　本研究において，社会貢献活動をしたいと思っている高齢者は男女とも 6 割であったが，実
際には 7 割の人が何らかの社会貢献活動を行っており，多くの高齢者において取り組まれてい
ることが確認された。自治会活動が男女ともに最も多く取り組まれていた。シルバー人材セン
ターを通した活動は男性で有意に多く行われていた。活動に取り組めるきっかけとして男性で
一番多かったのは「行政や社協などによる募集」であり，女性で多かったのは「家族や他者か
らの勧め・誘い」であった。活動に取り組める条件では男女ともに「友人・知人と一緒にでき
ること」と「自らの健康状態がよくなること」が多かったが，「通う手段が確保されること」
は女性に有意に多かった。活動への意向別にみると，活動への意向がある人の方がそうでない
人に比べ実際に活動に取り組んでいる傾向があった。活動への意向があまりない人においても，
きっかけや条件によって取り組めると感じている人がいることが明らかになった。

結論　社会貢献活動に取り組む人を増やすための視点としては，活動への意向のある人を情報発信
の強化や研修会の開催，活動への誘いを通してより実際の活動につなげていくこと，また活動
への意向があまりない人に対しては，まずきっかけをつくり，活動に参加してもらうことで自
らの役割を認識してもらうことや地域課題を学ぶ学習会などを通して活動に関心を持ってもら
うことが有効である。社会貢献活動をする際に友人と一緒にできることや同世代と交流できる
ことを取り組める条件としてあげている人が多かったことから，その点も考慮した活動の展開
が求められる。また特に女性においては通う手段が確保されることも条件としてあげられてお
り，活動に参加するための送迎も含めた支え合い活動も今後より重要である。

キーワード　社会貢献活動への意向，社会貢献活動に取り組めるきっかけ・条件，高齢者，地域の
生活課題
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Ⅰ　は　じ　め　に

　現在，高齢者に限らず若年層や中高年の閉じ
こもりや孤立化の問題，防災など，地域には
様々な生活課題がある。地域住民に行われた調
査によると，地域の生活課題を解決する担い手
は行政と地域住民が上位にあげられており，10
年前と比べ地域住民や個別企業，NPO法人と
いった民間部門の担い手が活躍するようになっ
たと認識している地域住民が多いことが報告さ
れている１）。社会福祉法第 4 条において地域住
民は「地域福祉の推進」を進める重要な存在と
して位置づけられている。生活課題の解決には，
公的なサービスとともに共助および互助が重要
であり，高齢者人口が3558万人２），そのうち元
気な高齢者が 8 割以上といわれる現代において，
すべての世代における生活課題に高齢者の力を
活用していくことはますます必要とされている。
　高齢者の地域における社会貢献活動に関する
近年の国の取り組みとして，2012年度の厚生労
働省による「地域人材活用支援事業」や，補助
要件の １ つに「市町村が把握する地域課題の解
決に向けた高齢者の活動」をあげた2013年度か
らの「高齢者の生きがい活動促進事業」があ
る３）。そして，2014年に改正された介護保険制
度における「新しい介護予防・日常生活支援総
合事業」の創設により住民による生活支援が行
えることになり，その面でも高齢者のマンパ
ワーとしての活躍が期待されている4）。国は
2018年 ２ 月に閣議決定した「高齢社会対策大
綱」において，高齢者が他の世代とともに社会
の一員として活躍できるよう，ボランティアを
はじめとする自主的な社会参加活動を支援し
ていくことを盛り込んでいる。社会的な活動を
行う高齢者の割合を2016年から20ポイント近く
引き上げ，2020年に80％にすることを目標とし
ている５）。
　高齢者の社会貢献活動に関しては，何らかの
社会的な貢献活動に参加している高齢者は約 ３
割であることが報告されている6）。60歳以上の
男女を対象にした内閣府の調査によれば社会的

な活動をしていてよかったこととして「社会に
貢献していることで充実感が得られている」と
回答した人が38％おり7），最も力を入れたい社
会活動に参加したい理由として「お互いに助け
合うことが大切だから」と答えた人が ３ 割，
「社会に貢献したいから」と答えた人が ２ 割お
り，貢献意欲のある人が一定数いることが明ら
かになっている8）。
　これまでの研究では，社会貢献活動への意向
（以下，活動への意向）に関連する要因として
年齢，収入，家族以外の人との接触頻度，近所
づきあいの状況，生活満足度があったとする報
告９）や他者や地域への貢献意識が高いことが活
動促進要因になっていたとする報告10）もある。
本研究では，高齢者の活動への意向および取り
組みの状況，社会貢献活動に取り組めるきっか
けや条件を性別および活動への意向別に検討し，
高齢者の社会貢献活動の取り組みが進展するた
めの促進方法について考察することを目的とす
る。
　なお，社会貢献活動のとらえ方については，
「地域活動やボランティア」と説明しているも
の11）や，productivityが有償労働やインフォー
マルなボランティア活動を意味すると説明した
うえでproductive activitiesの日本語訳を社会
貢献活動としたもの12）などがある。内閣府の調
査では「社会的な貢献活動」をグループや団体，
複数の人で行っている社会や家族を支える活
動6）と説明して調査を行っている。本論文では
個人で行う活動も含め，社会貢献活動を「人や
社会のためになる活動」としてとらえている。

Ⅱ　研　究　方　法

（ １）　調査の対象と方法
　調査の対象者は，東京都Ａ市にあるＢ分譲マ
ンション（以下，Ｂマンション）とＣおよびＤ
都営住宅に居住する高齢者である。対象者の選
定については，Ａ市社会福祉協議会（以下，社
協）に自治会長（自治会連合会会長を含む）の
紹介を依頼し，その結果 ３ つの集合住宅の自治
会の紹介を得た。社協の協力を得てそれらの自
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治会長に調査の目的や方法，対象者への倫理的
配慮等を説明し了解を得たうえで，その集合住
宅の住民の方々に調査を実施した。Ｂマンショ
ンは入居開始から40年近く経っている住宅であ
り，ＣおよびＤ都営住宅はともに入居開始から
50年が経ち，近年建て替えが行われた住宅であ
る。特にＤ都営住宅は建て替えにより入居者数
が建て替え前の ２ 倍以上増えており，新しい入
居者も多い。すべての集合住宅において竣工当
時から居住している住民の高齢化が進行してい
る状況にある。
　調査票はポスティングで配布し，無記名自記
式質問紙調査を行った。配布数はＢマンション
が1,538，Ｃ都営住宅が470，Ｄ都営住宅が1,026
である。対象者は2017年 6 月20日時点（Ｄ都営
住宅のみ同年 ９ 月21日時点）で65歳以上の人と
し，65歳以上の人がいない世帯の場合は破棄し
てもらうようにした。回収は同封した返信用封
筒の返送にて行った。調査期間は2017年 6 月20
日から10月15日である。回収数はＢマンション
が222，Ｃ都営住宅が31，Ｄ都営住宅が88であ
り，回収数の合計は341，有効回答数は332で
あった。

（ ２）　調査内容と分析方法
　調査項目は，性別や年齢，居住期間，家族構
成，健康状態，要介護度，仕事の有無，月収，
家族以外の人との接触の頻度，近所づきあいの
状況，活動への意向，現在行っている社会貢献
活動，社会貢献活動に取り組めるきっかけと条
件である。健康状態については「良い」「まあ
良い」「あまり良くない」「良くない」の 4 択と
し，前者 ２ つのいずれかを選んだ人を「健康良
好」群，後者 ２ つのいずれかを選んだ人を「健
康不良」群としてカテゴリー化した。対象者に
は調査票の中で社会貢献活動を「人や社会のた
めになる活動」と説明した。
　分析対象者数は，有効回答した332人のうち，
性別の回答があった330人（男性164人，女性
166人）である。性別や活動への意向別の差の
比較検討では，χ２検定を行い，分析にはSPSS
／Ver.20.OJ for Windowsを使用した。なお，

期待度数が ５ 未満のセルがある ２ × ２ 分割表に
ついては，Fisherの直接法の有意確率を参照し
て有意差を判定している。有意水準を ５ ％とし
た。

（ ３）　倫理的配慮
　倫理的配慮として，まず事前に調査を依頼す
る集合住宅の自治会長に個人情報の取り扱い管
理の徹底について説明を行った。そして，自治
会長からその集合住宅で調査を実施する許可を
得てから調査対象者に調査票の配布を行った。
調査票の冒頭において調査の趣旨を述べるとと
もに，質問紙は無記名であるため個人が特定さ
れないこと，調査は強制ではないので協力しな
くても不利にはならないこと，得られた結果を
調査の目的以外には使用しないことを明記し，
調査票の返送をもって調査協力への同意とみな
した。
　データの分析にあたっては，個人情報保護，
倫理上の観点から，対象者に不利益が生じない
よう匿名化されたデータを適正に管理・使用し，
個人が特定できないよう十分に配慮した。

Ⅲ　結　　　果

（ １）　対象者の特性および社会貢献活動への意
向と取り組める条件（表 １）

　居住する住宅では，都営は男性で26.8％，女
性で40.4％であり，都営の割合は女性の方が有
意に高かった。「 １ 人暮らし」の割合は女性で
有意に高かった。仕事をしている割合は男性で
有意に高く，月収は「20万円以上」の人が男性
で58.5％おり，男性の方が有意に収入が高かっ
た。家族以外の人と週に １ 回以上接触している
人の割合および立ち話をする程度以上の近所つ
きあいがある人の割合はともに女性で有意に高
かった。
　活動への意向を尋ねたところ，「したいと思
う」と回答した人（以下，意向ありの人）は男
性が55.6％，女性が55.9％でほぼ同じ割合で
あった。現在行っている社会貢献活動について
複数回答で尋ねたところ，自治会・町内会活動
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（以下，自治会活動）と回答する人が最も多く
男性で46.2％，女性で39.6％であった。シル

バー人材センターを通した活動については男性
で有意に高かった。「特に活動していない」と

表 １　性別ごとの対象者の特性および社会貢献活動への意向と取り組める条件
（単位　人，（　）内％）

男性（ｎ＝164） 女性（ｎ＝166）

住宅
　分譲マンション 120／164（73.2）＊＊ 99／166（59.6）
　都営住宅 44／164（26.8） 67／166（40.4）＊＊
年齢
　65～75歳未満 107／164（65.2） 91／166（54.8）
　75～85歳未満 49／164（29.9） 62／166（37.3）
　85歳以上 8／164（ 4.9） 13／166（ 7.8）
　平均値±標準偏差 72.3±6.0 73.9±6.4
居住期間（無回答を除く）
　10年未満 31／164（18.9） 40／163（24.5）
　10～30年未満 58／164（35.4） 59／163（36.2）
　30年以上 75／164（45.7） 64／163（39.3）
家族構成
　 １ 人暮らし 37／164（22.6） 65／166（39.2）＊＊＊
健康状態
　健康良好群 139／164（84.8） 139／164（84.8）
要介護度
　要支援 １ ～ ２ 5／164（ 3.0） 8／166（ 4.8）
　要介護 １ ～ ５ 6／164（ 3.7） 6／166（ 3.6）
仕事
　している 60／164（36.6）＊＊＊ 33／161（20.5）
月収
　10万円未満 24／164（14.6） 63／156（40.4）＊＊＊
　10～20万円未満 44／164（26.8） 61／156（39.1）＊＊＊
　20万円以上 96／164（58.5）＊＊＊ 32／156（20.5）
家族以外の人との接触
　週に １ 回程度以上 129／164（78.7） 146／163（89.6）＊＊
近所づきあいの状況
　立ち話をする程度以上 116／164（70.7） 140／164（85.4）＊＊＊
社会貢献活動への意向（無回答を除く）
　したいと思う 89／160（55.6） 85／152（55.9）
　したいと思わない 17／160（10.6） 11／152（ 7.2）
　どちらでもない 54／160（33.8） 56／152（36.8）
現在行っている社会貢献活動3）

　自治会・町内会活動 74／160（46.2） 61／154（39.6）
　ボランティア活動 46／160（28.7） 40／154（26.0）
　趣味や知識・特技を活かした活動 41／160（25.6） 38／154（24.7）
　仕事を通した活動 24／160（15.0） 17／154（11.0）
　シルバー人材センターを通した活動 19／160（11.9）＊＊＊ 2／154（ 1.3）
　寄付 14／160（ 8.8） 24／154（15.6）
　行政関係の活動 10／160（ 6.2） 5／154（ 3.2）
　NPO市民活動団体の活動 5／160（ 3.1） 4／154（ 2.6）
　民生委員 1／160（ 0.6） 0／154（ 0.0）
　その他 4／160（ 2.5） 6／154（ 3.9）
　特に活動していない 52／160（32.5） 52／154（33.8）
社会貢献活動に取り組めるきっかけ3）

　行政や社協などによる募集 51／149（34.2） 39／131（29.8）
　活動を始めるための研修会の開催 43／149（28.9） 42／131（32.1）
　家族や他者からの勧め・誘い 41／149（27.5） 44／131（33.6）
　地域課題を学ぶ学習会の開催 32／149（21.5） 30／131（22.9）
　退職 17／149（11.4） 8／131（ 6.1）
　その他 12／149（ 8.1）＊ 2／131（ 1.5）
社会貢献活動に取り組める条件3）

　友人・知人と一緒にできること 71／149（47.7） 61／138（44.2）
　自らの健康状態がよくなること 62／149（41.6） 67／138（48.6）
　同世代と交流できること 50／149（33.6） 58／138（42.0）
　収入を得られること 38／149（25.5） 30／138（21.7）
　若い世代と交流できること 35／149（23.5） 35／138（25.4）
　通う手段が確保されること 21／149（14.1） 32／138（23.2）＊
　家族の介護の負担が少なくなること 13／149（ 8.7） 15／138（10.9）
　家事の負担が少なくなること 11／149（ 7.4） 16／138（11.6）
　その他 15／149（10.1）＊ 4／138（ 2.9）

注　1）　＊＊＊Ｐ＜0.001，＊＊Ｐ＜0.01，＊Ｐ＜0.05
　　2）　＊は男女差の検定結果であり，有意差がある場合には割合が高い方に記号をつけている。
　　3）　複数回答
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回答した人は男性で32.5％，女性で33.8％であ
り，あまり性差はなかった。
　社会貢献活動に取り組めるきっかけについて
複数回答で尋ねたところ，男女とも上位 ３ 項目
は「行政や社協などによる募集」「活動を始め
るための研修会の開催」「家族や他者からの勧
め・誘い」であった。「その他」の回答では
「やらざるを得ない状況であること」などが
あった。
　社会貢献活動に取り組める条件について複数
回答で尋ねたところ，男女とも上位 ３ 項目は
「友人・知人と一緒にできること」「自らの健
康状態がよくなること」「同世代と交流できる
こと」であった。男女の差の検討を行ったとこ
ろ，「通う手段が確保されること」において女
性で有意に高かった。「その他」の回答では，
男性は「楽しく活動できる」「満足感や充実感
が得られる」「経済的なゆとりがある」「交通費
が出る」「行政が関わっている」などが，女性
は「基本的な生活への支援」「高齢者でもでき

る仕事があれば収入が得られ安心して活動でき
る」などがあった。

（ ２）　社会貢献活動への意向別の現在行ってい
る活動（表 ２）

　活動への意向ありの人においては，男女とも
に現在行っている活動の上位 ２ 項目は「自治会
活動」「ボランティア活動」であった。「シル
バー人材センターを通した活動」では男性で有
意に高く，「寄付」では女性で有意に高かった。
「特に活動していない」と回答した人の割合は
活動への意向ありの人においては，男性で16.1 
％，女性で17.5％，「したいと思わない」と回
答した男性では82.4％，女性で54.5％であった。

（ ３）　社会貢献活動への意向別の取り組める
きっかけ（表 ３）

　社会貢献活動に取り組めるきっかけとして，
活動への意向ありの男性に最も多かったのは
「行政や社協などによる募集」であり，女性で

表 ２　社会貢献活動への意向別にみた性別ごとの現在行っている社会貢献活動
（単位　人，（　）内％）

社会貢献したいと思う したいと思わない どちらでもない

男性（ｎ＝87） 女性（ｎ＝80） 男性（ｎ＝17） 女性（ｎ＝11） 男性（ｎ＝53） 女性（ｎ＝54）

自治会・町内会活動 50（57.5） 38（47.5） 2（11.8） 3（27.3） 20（37.7） 15（27.8）
ボランティア活動 39（44.8） 34（42.5） 0（ 0.0） 2（18.2） 7（13.2） 3（ 5.6）
趣味や知識・特技を活かした活動 35（40.2） 27（33.8） － － 6（11.3） 8（14.8）
仕事を通した活動 15（17.2） 12（15.0） 2（11.8） 1（ 9.1） 7（13.2） 4（ 7.4）
シルバー人材センタ―を通した活動 14（16.1）＊＊＊ 1（ 1.2） － － 5（ 9.4） 1（ 1.9）
行政関係の活動 9（10.3） 5（ 6.2） 1（ 5.9） 0（ 0.0） － －
寄付 8（ 9.2） 17（21.2）＊ 0（ 0.0） 1（ 9.1） 6（11.3） 6（11.1）
NPO市民活動団体の活動 5（ 5.7） 3（ 3.8） － － 0（ 0.0） 1（ 1.9）
民生委員 － － 1（ 5.9） 0（ 0.0） － －
その他 4（ 4.6） 5（ 6.2） － － － －
特に活動していない 14（16.1） 14（17.5） 14（82.4） 6（54.5） 23（43.4） 30（55.6）

注　1）　＊＊＊Ｐ＜0.001，＊Ｐ＜0.05
　　2）　＊は男女差の検定結果であり，有意差がある場合には割合が高い方に記号をつけている。
　　3）　複数回答

表 ３　社会貢献活動への意向別の取り組めるきっかけ
（単位　人，（　）内％）

社会貢献したいと思う したいと思わない どちらでもない

男性（ｎ＝86） 女性（ｎ＝77） 男性（ｎ＝12） 女性（ｎ＝ 7 ） 男性（ｎ＝49） 女性（ｎ＝42）

行政や社協などによる募集 39（45.3） 30（39.0） 1（ 8.3） 1（14.3） 11（22.4） 6（14.3）
活動を始めるための研修会の開催 28（32.6） 32（41.6） 4（33.3） 0（ 0.0） 10（20.4） 9（21.4）
家族や他者からの勧め・誘い 26（30.2） 28（36.4） 0（ 0.0） 1（14.3） 15（30.6） 13（31.0）
地域課題を学ぶ学習会の開催 22（25.6） 24（31.2） 1（ 8.3） 0（ 0.0） 9（18.4） 3（ 7.1）
退職 9（10.5） 3（ 3.9） 1（ 8.3） 0（ 0.0） 7（14.3） 4（ 9.5）
その他 4（ 4.7） 1（ 1.3） 1（ 8.3） 0（ 0.0） 7（14.3） 1（ 2.4）

注　複数回答
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は「活動を始めるための研修会の開催」であっ
た。「したいと思わない」人においては， ３ 割
の男性が「活動を始めるための研修会の開催」
を回答し，「どちらでもない」人においては男
女とも ３ 割の人が「家族や他者からの勧め・誘
い」を回答した。

（ ４）　社会貢献活動への意向別の取り組める条
件（表 ４）

　社会貢献活動に取り組めるきっかけとして，
活動への意向ありの人において男性で最も多
かったのは60.9％の人が回答した「友人・知人
と一緒にできること」であり，女性より有意に
割合が高かった。女性で最も多かったのは「自
らの健康状態がよくなること」であった。社会
貢献活動を「したいと思わない」女性において
62.5％の人が「友人・知人と一緒にできるこ
と」と回答した。「どちらでもない」と回答し
た人においては，男女ともに最も多かったのは
「自らの健康状態がよくなること」であった。

Ⅳ　考　　　察

（ １）　社会貢献活動への意向と取り組みの現状
　活動への意向については，男女ともに約 6 割
の人が「したいと思う」と回答した。これまで
の研究で高齢期における地域や社会への貢献意
欲が高い傾向を示す人は67.8％であったと報告
されており13），本研究でも同程度の結果であっ
た。「したいと思わない」と回答した人は，男

女とも １ 割程度であった。
　現在行っている社会貢献活動では，自治会活
動を男性の ５ 割，女性の 4 割が行っており，調
査項目の中で最も活動者が多かった。内閣府の
調査においても「自治会・町内会などの自治組
織の活動」は高齢者が参加している社会貢献活
動で最も多かったことが報告されており6），自
治会の維持が難しい地域が出てきていることも
指摘されている昨今ではあるが，自治会活動は
地域への貢献活動として取り組みやすい活動で
あると考えられた。「特に活動していない」と
回答した人は男女とも ３ 割で， 7 割の人は何ら
かの社会貢献活動をしていた。
　男女別で有意差が出たのは「シルバー人材セ
ンターを通した活動」であり，男性は12％が活
動しているのに対し，女性では １ ％であった。
東京都における2017年度のシルバー人材セン
ターの会員数は男性が約 ５ 万3000人，女性が約
２ 万9000人であり，Ａ市においては男性が約
800人，女性が約300人となっている14）。東京都
における男女の比率と比べると，Ａ市では女性
の割合が少ない傾向にあることが確認できるが，
本研究の対象者においては，より女性の活動者
が少ない傾向にあったといえる。
　活動への意向別にみても，すべての活動への
意向において自治会活動が最も多く取り組まれ
ていた。活動への意向ありの人においては，男
性の 6 割，女性の ５ 割が活動していると回答し
た。その他調査項目のすべての活動において，
活動への意向ありの人が「どちらでもない」

表 ４　社会貢献活動への意向別の取り組める条件
（単位　人，（　）内％）

社会貢献したいと思う したいと思わない どちらでもない

男性（ｎ＝87） 女性（ｎ＝79） 男性（ｎ＝13） 女性（ｎ＝ 8 ） 男性（ｎ＝47） 女性（ｎ＝43）

友人・知人と一緒にできること 53（60.9）＊ 35（44.3） 1（ 7.7） 5（62.5） 16（34.0） 16（37.2）
自らの健康状態がよくなること 39（44.8） 39（49.4） 3（23.1） 3（37.5） 19（40.4） 20（46.5）
同世代と交流できること 34（39.1） 37（46.8） 3（23.1） 3（37.5） 13（27.7） 14（32.6）
若い世代と交流できること 27（31.0） 25（31.6） 1（ 7.7） 2（25.0） 7（14.9） 6（14.0）
収入を得られること 21（24.1） 16（20.3） 1（ 7.7） 3（37.5） 15（31.9） 10（23.3）
通う手段が確保されること 13（14.9） 21（26.6） 0（ 0.0） 2（25.0） 8（17.0） 8（18.6）
家族の介護の負担が少なくなること 9（10.3） 9（11.4） 0（ 0.0） 1（12.5） 3（ 6.4） 3（ 7.0）
家事の負担が少なくなること 7（ 8.0） 10（12.7） 1（ 7.7） 2（25.0） 3（ 6.4） 3（ 7.0）
その他 6（ 6.9） 3（ 3.8） 3（23.1） 0（ 0.0） 6（12.8） 1（ 2.3）

注　1）　＊Ｐ＜0.05
　　2）　＊は男女差の検定結果であり，有意差がある場合には割合が高い方に記号をつけている。
　　3）　複数回答
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「したいと思わない」と回答する人よりも高い
割合で活動している傾向があった。一方で，
「特に活動していない」人は，活動への意向あ
りの人においては男女とも ２ 割以下であったが，
「したいと思わない」と回答した男性は 8 割で
あった。岡本は町内会・自治会活動，ボラン
ティア活動，友人・近隣援助活動のすべてにお
いて，他者・地域貢献意識が高いことが活動促
進要因になっていたことを述べており10），本研
究結果においても活動への意向があると回答し
た人に実際に活動している人が多かった。地域
活動・ボランティア活動への参加意向がある人
は実際に活動に参加している人に多く，活動の
経験と参加意向の関連があったことも指摘され
ている15）ことから，それまで活動への意向がな
かった場合でも実際に活動に参加することで自
分の役割の認識から関心がわき，主体性をもっ
て活動できるようになることも考えられる。
　活動への意向ありの人では，女性において有
意に「寄付」をしている人が多かった。これま
での研究で女性の方が男性より多く寄付を行っ
ていることが報告されており16），本研究でも同
様の結果となった。

（ ２）　社会貢献活動に取り組めるきっかけ
　社会貢献活動に取り組めるきっかけとして，
男性では「行政や社協などによる募集」（34.2％）
が最も多く，行政や社協が発する情報をより身
近に感じていることがうかがえたが，女性で一
番多かったのは「家族・他者からの勧め・誘
い」が33.6％であり男性より 6 ポイント高かっ
た。これまでの研究で，近所づきあいの親密度
が増すほど活動への「友人，仲間の勧め」「活
動団体からの呼びかけ」「自治会・町内会の誘
い」がある人の割合が高いこと17），都市部地域
高齢者の社会参加の促進要因として親しい友人
数が多いこと，外出や活動参加に誘われること
が報告されており18），本研究の対象者において
女性は「家族以外の人との接触」や「近所づき
あい」が男性よりも活発に行われている傾向に
あったことから，女性の方が他者からの誘いを
受ける機会が多く，それがきっかけとして活動

につながることが多いことが推測された。地域
活動・ボランティア活動を始めたきっかけとし
て「自治会・町内会の誘い」が多かったこと17）

や，自治会活動に意向はあるが実際の活動に結
びついていない人の特性として外出や活動参加
への誘いがないこと19）があげられていることか
ら，家族や身近な地域における顔なじみの関係
のなかで声をかけられることが，活動への意向
を特にもっていない人にとっても活動につなが
りやすいことが考えられた。
　活動への意向別にみると，活動への意向あり
の人においては「行政や社協などによる募集」
「活動を始めるための研修会の開催」「家族や
他者からの勧め・誘い」「地域課題を学ぶ学習
会の開催」のすべてにおいて ３ 割以上の回答が
あり，これらのきっかけを有効に活用しようと
考えている人が一定程度いることがわかった。
　「地域課題を学ぶ学習会の開催」については，
これまでの研究で高齢者に生涯学習と社会参加
を合わせたプログラムを実施したところボラン
ティアや地域の社会活動に積極的に参加するこ
とに至ったこと4）や，興味や関心をもつことが
地域活動に参加するきっかけになっていたこと
が報告されており20），地域課題やそれに伴う活
動について学ぶことは活動につながる有益なも
のであると考えられる。本研究において，きっ
かけに「自分で見つける」主体性が必要と回答
する人が複数おり，活動に参加したものがない
と回答した人への参加するきっかけについての
調査報告でも「問題意識や解決したい課題を持
つといった個人の意思」が上位に回答されてい
たことから，地域で起きている生活課題を知る
ということは取り組みへのきっかけになること
が考えられた。
　「活動を始めるための研修会の開催」につい
ては，社会貢献活動を「したいと思わない」と
回答した男性のうちの ３ 割が取り組めるきっか
けとして回答しており，活動を始めるにあたっ
ての不安の解消や，研修を受けて実際に自分が
取り組める活動であるかを確認したうえで活動
につなげていこうと感じている人がいることが
うかがえた。高齢者が社会活動に参加しやすい
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社会を構築していくためには，地域における仲
間づくりや共通の関心を持つ者同士が出会った
りともに活動したりできるような支援が必要で
あるといわれており21），ボランティア活動への
意向はあるが実際の活動に結びついていない人
の特性として「役立つ技術・知識・技術がない
こと」もあげられていた19）ことから，研修会や
学習会は生活課題に対して関心がある高齢者同
士を結びつけ，社会貢献活動に自信がなく一歩
踏み出せない人にとっても活動を始めやすくす
るきっかけになることが考えられた。

（ ３）　社会貢献活動に取り組める条件
　本研究において，社会貢献活動に取り組める
条件として男女ともに上位であったものは，
「自らの健康状態がよくなること」「友人・知
人と一緒にできること」であり，これらの結果
は内閣府の調査で地域の奉仕活動に参加するた
めの条件として「自分自身が健康であること」
と「一緒に活動する仲間がいること」が上位に
きていたこと8）と同様の結果となった。「友人・
知人と一緒にできること」はどの活動への意向
別にみても多かった。知り合いとともにできる
ことは，その活動を行うことでその人と会う機
会にもなり，より活動に張りあいが持てると考
えられる。活動を「したいと思わない」と回答
した女性においてもこの友人・知人については
取り組める条件として 8 人中 ５ 人が回答し，自
らの健康状態がよくなることや同世代との交流
があること，収入を得られることについても ３
割以上の回答があったことから，きっかけや条
件が合えば活動への意向を持っていない人にお
いても活動につながる可能性があることがうか
がえた。また，同世代と交流できることを条件
としてあげている人が女性で 4 割，男性で ３ 割
おり，活動を通して同世代の人とコミュニケー
ションを図れることを期待している人が多いこ
ともわかった。
　この他，女性で23.2％の人が通う手段が確保
されることを条件としてあげた。本研究の対象
者において， １ 人暮らしだった人が男性では ２
割であったのに対し女性では 4 割おり，通う手

段を条件にあげた背景には自ら運転できる人が
男性に比べ女性の方が少ないことが予測できる
ことと， １ 人暮らしのため家族の送迎に頼れな
い人が女性に多いことが考えられた。 １ 人暮ら
し高齢者の増加も今後ますます見込まれること
から，活動への参加には移動手段の確保，ある
いは通いやすい近距離に活動場所が確保される
ような工夫がより必要になると考えられる。

Ⅴ　結　　　論

　本研究において，社会貢献活動をしたいと
思っている高齢者は 6 割であったが，実際には
調査時点で 7 割の人が何らかの社会貢献活動を
行っており，多くの高齢者において取り組まれ
ていることが確認された。活動への意向がある
人の方がそうでない人に比べ実際に何らかの活
動に取り組んでいたことから，社会貢献活動に
取り組む人を増やすための有効な視点としては，
活動への意向のある人を情報発信の強化や研修
会の開催，活動への誘いを通してより実際の活
動につなげていくこと，また活動への意向があ
まりない人に対しては，まずきっかけをつくり
活動に参加してもらうことで自らの役割を認識
してもらうことや地域課題を学ぶ学習会などを
通して活動に関心を持ってもらうことが必要で
ある。活動を始めるための研修会の開催も共通
の関心のある人を結びつけ，活動に自信がなく
一歩踏み出すことができない人にとってのきっ
かけとして有効である。特に女性においては通
う手段が確保されることも条件としてあげられ
ており，活動に参加するための送迎も含めた支
え合い活動も今後より重要である。近年整備さ
れた生活支援コーディネーターや地域福祉コー
ディネーターによるコミュニティソーシャル
ワークの機能が効果的に発揮されることが求め
られる。
　本研究の課題として，今回の結果においては，
調査票を配布した世帯のうち今回対象とした高
齢者がいる世帯数がどのくらいであったか不明
であったが，高齢化が進んでいる団地であった
ことから想定しても，回収数が少なかったこと
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は否めない。またその中で，調査協力をしてい
ただいた人において，協力しなかった人よりも
社会貢献活動に参加する人が多くいた可能性も
ある。そのため，回収できた高齢者の分析結果
であり，集合住宅に居住する高齢者全体の傾向
として述べるには限界がある。また，活動への
意向には身体状況が影響すると考えられるが，
老化や病気などによる心身の不自由により活動
できない人についての言及があまりできなかっ
たため検討が必要である。
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